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義務教育における統計教育の現状

平成14年度から、小・中学校では、｢生きる力｣と「ゆとり」教育を中核理念とする新しい教育課程が実施された。この新しい教育課程の施行に伴い、義務教育における統計教育は、大きな危機に遭遇している。すなわち、小学校算数科における統計教育の内容は、大幅に後退し、また、中学校数学科における統計教育は、完全に削除された。

例えば、小学校算数科の学習指導要領をみると、6年生では、従来の「簡単な場合について資料の散らばりを調べるなど、統計的に考察したり表現したりする能力（度数分布の表やグラフを表す能力）を伸ばす。」が「平均の意味について理解し、それを用いることができるようにする。」に変わっている。散らばりがなく全く等しければ統計などは必要なく、散らばりがあるからこそ統計が必要なわけである。

一方、中学校の社会科教科書に掲載されている統計図表は、非常に多いとともに、絵グラフ、折れ線グラフ、帯グラフ、円グラフ、統計地図などとバラエティーに富んでいる。これは、数学科で習っていない統計図表を理解させることを意味している。数学科では、少なくともグラフ表現の工夫についての認識を深めておく必要がある。

全国統計教育研究協議会

全国統計教育研究協議会の歴史は古く、第二次大戦後の昭和21年以降に始まった我が国の統計制度の改革と関連している。

すなわち、昭和22年に新潟県の小学校に「統計協力校」という制度が設けられ、その後、昭和24年に岡山・熊本県、25年に福岡県、26年に埼玉県へと広がっていった。この協力校の指定には、知事部局の統計主管課が中心に当たっていた。また、昭和24年に都道府県教育委員会の事務局の中に「調査統計」を主管する課が設けられ、教育委員会指定による｢調査統計研究校｣が各地に現れるようになった。

昭和27年になって、統計協力校と調査統計研究校は、ともに「統計教育研究校」と呼ばれるようになり、昭和30年には、指定校は38都道府県の441校に達し、全国規模で統計教育を推進していく基盤が確立していった。

このような統計教育を推進している教員の研究組織として、昭和37年に、知事部局と教育委員会と学校の3者が協力して「全国統計教育振興協議会」が設立された。次いで、昭和47年には現在の「全国統計教育研究協議会」（以下、「協議会」という）が発足したわけである。

しかし、昭和60年度に文部省が情報教育およびパソコンの小・中学校等への導入を推進することになった。また、この時期に「いじめ」、｢大学入試｣などが社会問題になり、義務教育における統計教育は、昭和40～60年代の勢いがなくなるとともに、協議会の活動も衰退の道をたどっている。

この協議会の活動を活発化するためには、何よりも各都道府県の協議会の組織を充実させる必要がある。また、後に示すように、教育改革が進められる中で、新しい統計教育の目標を定め、その展開を描いていくことが肝要である。

義務教育における統計教育の将来

　統計教育の基本の目標は、客観的な統計データに基づいて、統計的探求を行う中で、統計的ものの見方・考え方（統計マインド）を育てることである。協議会では、統計的探求力育成を重視し、「とらえる－あつめる－まとめる－よみとる－いかす」を実践教育の場で進めていくこととしている。

　また、この8月4日に行われた協議会の全国統計教育研究大会と全国統計教育研修会では、大会の主題として「『新しい知の創造』の視点に立つ21世紀の教育と統計教育－教科学習・総合的な学習の質を高める統計の活用－」を掲げ、木村捨雄先生（名城大学大学院教授）の講演と、二つの実践事例が発表された。

　義務教育を含めた学校教育における統計教育の将来を考えたとき、統計審議会あるいは下記に示す統計教育に関心を持つあるいは統計教育事業を行っている組織が一致団結して、学校における統計教育の充実のため、教育課程および学習指導要領の改訂を文部科学省に申し入れる必要がある。

　また、これらの組織が連携して、学校教育における統計教育の在り方などを研究するとともに、実践に役立つ教材（紙媒体だけでなく、磁気媒体、ネットワークも含めて）などを開発・作成することが望ましい。

　　総務省統計局：統計調査を円滑に進めるために、子供の頃から統計の重要性を理解させる広報、統計教育指導者講習会の実施など

　　日本統計学会：統計教育委員会

　　（財）日本統計協会：統計教育に関係する書物の出版など

　　（財）全国統計協会連合会：統計グラフ全国コンクールの実施、小学生のための「統計ってなあに」の補助教材の出版など

　　（財）統計情報研究開発センター：統計教育のe-Learningの開発、全国統計教育研究協議会の事務の支援など

